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2．1 は じ め に

　都市機能 が高度 に集積 され た 都市 域 の 地 下空 聞 は，道

路 トン ネル や 地 下 鉄な どの 交 通 施 設 や 上 下 水道管 や 電気，

電信 電 話，ガ ス 管路 な ど供給処 理 施設が輻輳 して 埋 設 さ

れ，都市 の 生 活や 経済活動 の 基盤 を 攴 え て い る （表一

2．D。ま た ，集合 住 宅 や オ フ ィ ス ビ ル な ど建築物 や 高架

道路，橋梁，河 川 護岸な どの
“
地 上

”
の 施設 に つ い て も

地 中に 設 置 さ れて い る基礎構造物に 支え ら れ て い る。

　都市部 の 密集市街地で は，都市再生に 向け て都市 機能

の 再 構築 や分 散化 が図 られ て お り，同 時 に そ の 1　eeとな

る交 通 ・通 信 機 能 の 整 備 な どが進 め られ て い る。交 通 施

設 の 立 体化や 地域再開発，老朽施設 の 再構築など都市施

設 の整備 に 伴う地下工 事で は，工 事場所 に近接 して様 々

な施設が存在す る。こ の た め，都市 に お け る根 切 り山留

め工 事 の 多 くは近 接 施 工 を 伴 う こ とに な る。

　
一一

方 ，我 が 国に おけ る 根切 り山留め ⊥ 事 を み る と，全

体 の 90〜95％ が 深 さ 10m 以 浅 で ，そ の 90％は 掘 削深 さ

が 5m 以 ドで あ り，根切 り山留め 工 事び）80％以 上 が 掘

削深 さ 5m 以下 の 小 規模 コ「事で あ る2）
。 また ， 掘削

・
山

留め 工 事 で 発生 した重 大 事 故 は 「建設 業 安 全 衛 生 年鑑

（1989〜1993）」 に よ る と，土 砂 崩壊 に よ る もの が 全体

の 約 50％ を 占め て お り，大規模 な 山 留 め 工 事中に 発生

し た 死 亡 事故 は ほ と ん ど な く，掘 削深 さ が 3m 未 満 の

浅 い 工 事の 施工 中の もの が 大 半を 占め て い る／i／1
。

　都 市 域 の 近 接 施 工 を伴 う根切 り山 留め工 事 で は ， 掘削

深 さ が 10m を 超 え る大 ・中 規 模 工 事 と同時に 深 さ 5m

未満 の 小 規 模 工事 も視野 に 入 れ て ， 事故の 防⊥Lと既設構

造物 の 防護や 周 辺環境の 保全に 努め る 必要 が ある。

　本章 で は，小規模 山留め 工 事が 近 接 して 施工 す る こ と

の多 い 道路 （平 面 街 路 ） も近 接既 設 構造 物 と して取 り上

げ，近 接施 工 の 現 状 と

課題 に つ い て以 下 の 項

目に つ い て 述べ る。

　2．2で は，近接施工

が  道路，  橋梁， 

鉄 道 ，  地 下 銑   埋

設 管 類 （下 水 ，水 道，

電力 ， 電信電話，ガス

等），  建築物 （杭基

礎，直接基礎），  文

化財な どの 既設構造物
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に及 ぼす 影 響 や 近 接 協議な どの 手 続 き，各 企 業 休の 近接

施 工 に関 わ る指釧類 な どの 現 状 に つ い て 述べ る 。

　2．3で は，近接程 度の 評価や 近接施工 と判定 さ れ た 場

合の 地 盤調査や 施工 条件調査，新設構造物の 規模 や 条件 ，

近接構造物の 規模 や 条 件 な ど近 接 施工 の 検 討 項 目 と検 討

手順 を説 明す る と と もに ， 周辺 へ の 影響要因 に つ い て 概

説す る。

　 また ，2．4で は既設構造物の 構造 や 機能か ら決 ま る許

容値 ・管理 値の 設 定に 関 す る基 本 的 な考 え方 を示 す と と

も に，建築構造 物，鉄 道構造物 お よ び近接施工 指針 を制

定 して い る 代表的 な 企 業体 に お け る 許容値
・
管埋 値 の 実

際 に つ い て 述べ る。

　2．5で は，近接協議にお け る許 容値 ・管理値の 設 定 ，

予 測 解析の 信 頼性，計測結果 の ぱ らつ き と誤差 ， お よび

近接構造物に お よぼ す 施工 の 影響 に つ い て，近接施工 に

関す る 今後の 課題を 取 り ま と め る。

2．2　既設構造物 と近接施工

　2．2．1 既設構造物の 種類 と近接施工

　図
一2．1は主 な既設構造物 と山留め との 関係を模式 図

で 示 した もの で ある 。 近接施工 に 関 わ る 各構造物 の 特徴

を以 下 に 示す。

　（1）は 道路 （平 面 街 路 ） の模 式 図 で あ る。条 例 や 政 令

（国 道 ） に定 め る道 路 に接 す る沿 道 区 域 で 根 切 り山 留 め

工 事 を 行う場合 ， 道路法第44条の 沿道区域 に お け る 土

地 等 の 管理 者の 損害予防義務 が 必 要 とな り，「道路構造

の 損害防止や 交通の 危険防止 の措置を講じなけ ればな ら

な い 」 と されて い る。こ の 場合，道路管理 者 に 「沿道掘

削施工 協議書」 を提 出 し協議す る こ とが通 例 にな っ て い

る。また，沿 道 掘 削 工 事 に 伴 っ て グ ラ ウ ソ ドア ン か 一を

施 工 す る場 合 に 都道 で は 「工 事 用施 設 」 として 道 路 占用

表
一2，1 東 京都の 地下空 間利用 の 概況 1〕

施　　設 　　　　　 総 延 長 ，而積 等　 　　　　　 　　　 内　　　 　　訳　　 　　　　　 　　　備 　 　　考

D 地 下鉄 等 総 延長 　　 266．2km 営団 198km ，その 他 682km 1998 年 3月現 在

2）下 水道管 総 延 艮　 　 砿 986km
　　　一．．．． 一．
幹 線 1，150  ，小 径 下 水 13，836kln 1998 年 3月現 在

3〕上 水 道配 水 管 総 延 長 　 　 22，329  

　．
酌 k本 管 2，040km ，醐 （小 管 2〔〕、289  19略 年 3月 現 在

4）都道 トン ネ ル 等 総 延長 　　 　24．6km トン ネル 22km ，地 下歩道 等 2βkm 1997 年 9月現 在一一．．一一．．
5馗 路 下 占用 管路 総延長 　 　31，078km 電話 20．437  ，電力 8，450km 、ガ ス 2，191　kln　　　　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一． 1991庫 卸 環 計

の 共 同 溝 東京都共同溝 12．6km ，臨海共 同溝 16kn11997 且 4月現在

η 地 下 街 ・駐 市場 等 地 下駐 車場 326600m2 ，地下街 2231001n21997 伍 4月現在

8）地下河川 ・調節池 ・
　 分水路

総延長 　　　28．6kr11
23区計 　 549，700m2
総 貯留　 851，900m3
総 延長 　　　　⊥1kln

調節 池 17箇所 ＋ 環 7 合言1貯留植 85／，9001ず
分水 路 7箇所　合計延 長 11  1

1997 年 2月 現 在
　　．

の首都 高逮道路 総延長 　　 255．81qll 高架 橋部 209、8   1，半 面上⊥ 部 14．4km ，
トン ネル 部 14．31〈m ，半地 ド部 ／7．3kin

　　　　　一．一一
199邑年 5月現在
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許可 が必 要 とな る 。 な お，都道 を 例 に沿道 区域 を示 す と

次の よ うで ある。  路面総幅員20m 以上 ：道路区域 か

ら 5m ，  路面総幅員 6m 以上20m 未満 ： 道路区域 か

ら 3m ，  路 面 総 幅 員 6m 未 満 ： 道 路 区 域 か ら路 面 総

幅 員 の 112。

　（2）に 堀割道路の 模式図を示す。損害予防義務が生 じる

沿道区域は，高擁壁 の場合（Dの平面街路 と異なり，擁壁

高 の 1．5倍，最大20　m とな る。

　（3）に示 す 開削 トン ネ ル や（4）の シ
ー

ル ド トン ネ ル ，（5）の

埋 設 管 き ょ 類 は，道 路や 地 下鉄 ，鉄 道，上 下 水 道な ど施

設管理 者 が定 めて い る 近接程度の 判定 や計測管理 方法，

管理 基準値等を規定 した 指針類に した が っ て 山留め の 計

画 ， 設計施 工 を行 う こ とにな る。 既設構造物 が浅 い 場合

に は 山留 め壁の 変形 に伴 う背面地盤 の変形や地下水位の

低下 に よ る圧 密沈下 な どの 対策，深 い 場 合 には，ヒービ

ン グ やボ イ リン グ，盤ぶ くれなど掘削底の 安定検討が 重

要 とな る。ま た，既設構造物が根切 り底面 ドに設置 され，

掘 削 延 長 が 長 く土 被 り厚 が小 さ い ときや 山留め 壁 の 根 入

れ 部分を 横断 して い る場合 に は防護対策が 必 要 とな る 。

　（6）の 高速道路や鉄道な ど杭基礎 で 支持 された 高架橋も

トン ネル や埋設管 き ょ 類 と同様 に施設管理 者の 指針類 に

従 っ て 近接程 度 の判定 や 計画 ，設計，施 工 中の 計 測管理

を 行 う 。 〔7）の 杭 に 支 持 さ れ た建物は  の 高架橋 と基 礎構

造は 同
一

で あ る が，指針類 を持 た な い 管理 者が ほ とん ど

な の で ，そ の場合は 新設構造物施コ．：者 が独自に 既設構造

物の 防護対策や計 測管理方法 を計画 し ， 管理 者 と協議 を

行 っ て 工 事を進 め る こ とに な る 。

　（8）は 道路や鉄道な どの盛土構造物 が近接 して い る 例で

一
1　　　　　　　　　 …

既設 構造物

（1）道路（平面街路）

15H ≦ 20　m
沿道 区域

新設 構造 物
　 　 　 　 　 H

　 　 　 （高）擁 壁

既設 構 造物

（2）堀割道路

新設 構造物

L鼠 ．盈 ．詫 融 一a ．ji

〔3）開削 トンネル （道路 、地下 鉄 等 ）

既設 構造物

（浅い 管きょ ）

Q
〔深 い 管きょ ）

  埋 設管 きょ類（上 下 水 道、電信 電話、電気、ガス 等）

（力 建物 （杭基礎 ）

  盛 土 （道 路、鉄道等 ）

響
（4）シ

ー
ル ドトンネル （地下 鉄等）

　 　 　 　 1．5　 　 　 ｛．J　 　　 L｝
（6）高架橋 （高架道路、鉄道 等 ）

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （9＞建物 〔直接 基礎）

図
一2．1 既 設 構 造 物 と山 留 め の 関 係
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あ る。施設管理者 が近接施 T の 指針類を持 っ て い る場合

には，そ の 指針類 に従 い ，持た な い 場合 には，施工 者が

計画 や 設 計，施工 ，既 設 構造物の 防 護対 策や 計 測 管理 等

を実施 す る 必要 が あ る。特 に 高盛 土 の 場合 に は，山留め

壁 に 作用す る 偏土 圧 の 影響 や 山留 め 壁の 過度な 変形な ど

に注意を 要す る。壁 剛性 が不 足 す る とき に は切土 補強壁

な ど他 工 法の採用 も検討 す る 。

　（9〕に示 す 浅い 直接 基礎 の 建物 は，掘削や 地 下 水 位の 低

下 に 伴う不 同沈下 な ど の 対策 の 他，偏土 圧 の 影響な ど 構

造物荷重に よ る側圧 の評 価 も人 切 とな る。

　働の 深い 直接基 礎 の 建物な どが近接 して い る場合 には ，

山留め 壁に 作用す る側圧 が近接構造物 の 無 い 場合 に 比べ

て 小さくな る とい う報告もある
4〕。近接す る建物等の 基

礎や シ
ー

ル ド，ボ ッ ク ス カ ル バ ー
ト等地 中構造物の 種類，

設置 され て い る深 さに よ っ て，山留 め 壁の 変形の 大 き さ

や 変 形 の 形 状 が 異 な る とい う事例 や近 接構造 物の 影 響 に

よ り山留め 壁 へ の 作用側圧 の 低減 が可 能 な場合の ある こ

とな ど も報告 され て い る4〕。

　 な お，根 切 り山 留め 丁 事に近接 して重 要 文化財 や史跡

名勝天然記念物 が あ る場合 に は，文化財保護法第43条

の 「現状変更等 の制 限 」 や 第125条 の 「現状変更等 の制

限及 び 原 状 回 復の 命令」 に よ り文 化 庁長 官 の 許 目∫を受 け

な けれ ば な らな い
。 また，都道府県や 市区町村 が独 自に

指定 して い る文化財 につ い て も指定 した 自治体 の 許可 が

必要 とな る 。

　2．2．2　近接施工 に 関わる指針類

　過去 0）近接施 工 に 関わ る指針類 を 遡 っ て み る と，約

40年前の 1967年 に ，当 時の 凵本 国有 鉄 道 が 「近 接橋 台

橋脚 の 設計施工 指針

（案）1を作成 して い　　　 　　　
る。こ れ は供 用 中 の　　　

構造 物 の保守 ・防 護

とい う視 点 か ら 「制

限範囲」 や 「要 注 意

範開」 な どの 領域 を

定め，近接 して くる

新設構造物 の規制 を

目的 として い る。 そ

の 後 ，1983年 に は

建設省土 木研究所 が

「近接基礎設計施 1、

要 領 （案）」 を 作成

し て い る 。
「影 響範

囲」や 「要 注 意範囲 」

な どを定め る と とも

に ，対策工 法や現場

計測 な ど に よ っ て 既

設 構 造 物 の 機 能 や 安

全を評価 して 近接工

事 の 設計施工 を進 め

る とい うもの で ある。

主な内容は  近接程

April，2007

度の 判定，  変位量の 検討，  対策工 法 ，   現場計測 な

どで あ る。

　現在は 多 くの 公 的機関や 企 業体が 近接施工 に 関わ る指

針 類 を作成 して お り，対象構造 物 （企 業 体等 ）ご とに 次

の よ う に 大別 で き る。  鉄道関係 （地 下 鉄 を含 む）， 

道路関係 （高速道路を 含む ），  イン フ ラ関係 （下水道，

電 力，’1青報 通 信 等），  そ の他，国 や協会 な ど。

　根切 り1．r溜 め工 事 を実施 す る場 合 の 項 目内 容を み る と，

お お む ね   近接程度 の 判定，  許容値お よび 管理値 の 設

定，  変位量 の 推 定方法 （影響予 測手法），  管理 計測

方法，  対策工 法 な どが示 され て い る 。 また，そ れ ぞ れ

の 指針類は ， 各管理 す る施設の 特徴 を反映 した もの とな

っ て い る。鉄道や地下鉄 は，営業線列車の 安全運行の た

め，直線部 や 曲線部，速度な ど に よ りきめ 細 か く許容値

が 具 体的な 数値 で 決め られ て お り，高速道路の 高架橋は，

基 礎 や 構造 躯体な どの 許容 値 を許 容 応 力度 で 定 め て い る，

な どで あ る。ま た，  管理 値以 内，  許容 値未 満，  許

容値以上 とい っ た 計測値 の値 に よ っ て対応策を定めて い

る 。 各項 目の 詳細は 2．3章以 下 を 参照 され た い 。

2．3　近接施工計画 の 実際

　2．3．1 近 接施工 の検討手順 5〕

　図
一2．2に近 接施 工 の 検 討 手 順 の フ ロ ー図 を 示 す。

　近接 して 既設 構造 物が あ る場 合 に は，ま ず地 盤 や 施 工

条件の 調査 ， 新設構造物の 規模 や 条件な どの 検討 の 他，

近接構造物の 規模や 種類，基礎構造 な どの 調査 を実施 す

る。調査検討結果 に 基づ き，制限 （影響）範開や要注意

範 囲，無 条 件 （影 響 外 ） 範 囲 な ど近 接程 度 の 評 価 ・判 定

図一2．2　近接施 ⊥ の 検討手 順 ω

］
雌 お孅 滞 蝋 査

「
嬾

　 c）近 接構 造物 への 影響評 価

］
儡 讎 囎 醸
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を行 う。 無条件範囲で あれ ば，一
般 の工 事計画を策定 し

て ⊥ 事 を進め る が，近接施工 と判定 され要注意範囲 で あ

れば，地盤変位要因を推定 し近接構造物 の 計測管理 を行

い な が ら工 事 を進 め る。状況 に 応 じて 近接構造物の 変位

量等の 推 定 や 対策丁 法 の 検討を行 う。制限範開 と判定 さ

れた 場合 に は，山留め架構条件や 補助対

策 工 法 を設定す る と と もに地 盤 変位 要 因　　　　　　　表
一2．2

と対 策 を検 討 し，近 接構造 物位置 に お け

る地 盤変位 を推定 す る。 必要 に 応 じて 近

接構造物 の 解析 を行 い 付加応力や変位を

検討す る。近 接構造物 の許 容値や 管 理 値

を 設 定 し，詳細 な計 測 管 理 計 画 に基 づ い

て 施 工 ・
計測 管理 を実施す る 。

　
一

般的に は以上 の 手順を踏まえ て 近接

施工 を実施 す る が，近接構造物 へ の 影 響

評価方法 や地 盤 お よび 近接構造物調査の

精度 の 問題 な ど実際の 検討 に 当た っ て 判

断が難 し い 事項や ま だ 未解明な 点 も多い 。

課題 の 詳細 に つ い て は 2．5で述 べ る。

　2．3．2 周辺 へ の影 響 要 因 5）

　表
一2．2は掘 削に 伴 う 周 辺 地 盤 ・

近接

構造 物へ の 影 響要因 を検討内容 とと もに

示 し た もの で あ る。

　主 な周 辺 へ の 影 響要 因 と して は 次 の 項

目が挙げ られ る 。

　  山留め 壁の 変位に 伴う周辺地 盤 の

　　　 変位

　  掘削 に 伴う周辺地盤の 浮上 り （リ

　　　 バ ウソ ド）

　  地 下 水 位低 下 に伴 う周辺 地 盤 の 沈

　　　 下

　  山 留め壁 や 基礎杭 の 施 工 に 伴 う周

　　　 辺 地 盤の 変位

　  　山留め壁や基礎杭 の 引抜 き に伴う

　　　 周辺地盤 の 変位

　  地盤改良等補助工 法施 工 に伴 う周

　　　 辺 地 盤 の 変 位

　  山 留め壁 か ら の 漏水 や 排水 に 伴 う

　　　 土 砂 の流出

　  の影響要因で ある 山留 め壁の 変位は，

図
一2．3に示 す よ うに 1 次掘削 で は 山 留

め壁 頭 部が 最大 とな る変位 を示 し，掘削の 進行 に した が

っ て 根切 り底付 近 を最大 とす る変位 に 移行す る。根切 り

底付近 の 地盤 が軟弱 で ある と山留め 壁の 変形が 大きくな

り，影響が広範 囲 に 及 び沈下 量 も人 き くな る。山 留 め壁

の変位 を 小 さ くす る対 策や 背 面 地 盤 の 沈 下 量 分 布 と既設

掘 削に 伴 う周辺地 盤 ・近接構造物へ の 影 響
〕

要 因 お よ び 現 象

  山留め壁の 変位

　 に伴う周辺地盤

　 の 沈下，水平変

　 位

”’t、・　卩　幽
　 へよ 　レ

　　　＼
ヒ

、

漏
！

  掘削に伴う周辺

　 地盤の 浮上 り

  地下水低下 に伴

　 う周辺地盤の 沈

　 下

土｛

  山留め壁や基礎

　 杭施工 時に伴う

　 周辺地 盤の 変位

K埋戻し土

’
：

  既存建物撤去に
矢板の引抜き｝

爨鞴 ∵に
　 の 変位

旧基礎梅

響 1
　　1’

  生石灰杭，深層

　 混合処理工 法等

　 の 補助工法施工

　 時の周辺地盤の

　 変位

打込み

　 ノ

x　丿
M 　　ノ

  1［溜 め壁 の 施コ匚

　 不良に よる 地下

　 水および土砂の

　 流出

主 な 検 討 内 容

1）山留め壁 の 最大変位 か らの最 大

　 沈下量 の推 定

2）Il溜 め壁の 変位分布と背面地盤

　 の変位分布

3）沈下量分布からの既設構造物へ

　 の影響検討

1）施工段階を考慮した除荷重の設定

2）地盤の変形係数の設定と浮．ヒり

　 の 計算

3）浮上 り分布か らの 既設構造物 へ

　 の 影響検討

1＞水位低 r分布の 予測

2）水位低下に伴 う周辺地盤の 沈下

　 予測

3）砂質地盤で の 変形係数の 設定と

　 沈下計算

4）粘性土地盤で の圧密定数の 設定

　 と圧密計算

1）場所打ちコ ンク リ
ー

ト杭，連続

　 壁施 工に伴 う周辺 地盤の 沈下評

　 価

2）埋 戻 し部分 の 材料選定

1）撤去建物位置 と周辺 までの距離

2）撤去後 の埋戻 し方法

1）施工時の 変位量の 評価

2）外周部分の 施工方法の検討

1＞山留め壁施工時の 掘削精度の 管

　 理 とラッ プ不良部分の 対策

2）既存地下躯体，埋 設物に よる削

　 溝精度の 低
．
ド

74

（u ）　1次根切り

頭

　

　

り支点変位

根切り
付近の

（b） 2次根切り　　　　　　　　　　　　　（c）最終根切 り

　 　　 図
一2．3　山 留め 壁 変 位 と周辺 地 盤変位 5〕

変位

（d）近接 して地下外壁がある場合

土 と基礎，55− 4 （591）

N 工工
一Electronlc 　 Llbrary 　



The Japanese Geotechnical Society

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Geotechnlcal 　Soclety

構造物 へ の 影響の 検討が 重 要 とな る 。

　  の リバ ウン ド量 は 除荷荷重 と根切 り面下地 盤 の 変形

係数，地下水 の揚水量などか ら泱ま る。浮上 り量 の分布

か ら既 設 構 造 物 へ の 影 響 を検 討 す るが，地 域再 開 発 の よ

うに 複 数 工 事 の 施 工 と大 平 面 掘削を 伴 う場 合 に は，掘 削

工 程などの施工 手順 が複雑 に 影響 しあうの で計測管理 が

非常 に重要 とな る。

　  の地 下 水 低 下 に伴 う地 盤 沈下 は 周 辺 に 軟弱層 が 分 布

して い る と，沈下 が 長期 間 か つ 遠 方 に ま で 及 ぶ こ とが あ

る の で 事前 の 地 盤 地 下 水 調 査 が 重 要 で あ る。ま た，開

削 トン ネ ル の ような延長の 長 い 山 留め 壁 は，地下 水 の 流

れ を 遮断 し地 下 水位 の 上 昇 と低 ドを 招 く こ と が あ る の で

事前の対策検討 が必 要 で あ る 。

　 
〜
  の 山留 め壁 の 設置や 引抜 き ， あ るい は 地 盤 改 良

等補助T ．法の 施工 に よ る周辺地盤へ の 影響は，杭撤去後

の 空洞 や杭設置に よ る地 盤 の押 し込 み，孔 壁の 崩壊な ど

地 盤 の 体積 変 化 に起 因 す る もの で，削 孔 直 後 の 埋 戻 しや

プ レ ボーリン グ な ど施 工 上 の 工夫が 必 要 で あ る 。

　   は 主 に 山留め壁 の 接統部や 窓空 き部の 地 盤改良な ど

の 施：［：不 良に よる もの で あ り，適切 な施 1．管理 に よ り品

質を確保する 必要 が ある。

　 そ の 他，ヒ
ー

ビ ソ グや ボイ リソ グ，被圧地 下水 に よ る

盤 ぶ くれ な ど掘 削底 の 安 定 検 討 は，周 辺 へ の 影 響 に とど

ま らず，大事故に もつ な が りか ね な い の で ，十 分な 検討

を要す る こ とは言 うま で もな い。

2．4　許容値 ・管理値の考え方

　 2．4．1　 基 本 的 な考 え方

　近接 施 工 とな る 場 合 は，近接 す る 既 設 構造 物 の 許 容

値 ・管理 値を 定め ，施工 中の 管埋 を 行 う必 要 があ る。

　近接施 工 に よ る 既設構造物 へ の 影響度合 い は，近接の

程 度 （位置関係），地 盤条件 な ど に よ っ て大 き く変わ る

の は当然で あ るが，新設構造物 の 施 ⊥ 法 ，既 設構造物の

構造形式，基 礎形式，用途，重要度，老 朽度，あ る い は

使用 状況 （道路の 場合の 交通量
・
道路規格，鉄道 の 場合

の列 車本 数，列 車運転速度，水路 の場 合の流量） な ど に

よ っ て も異 な っ て くる。した が っ て，既 設 構造物 の許 容

値 ・
管理 値 は，一

般 に既 設 構造 物 の 管理 者 と協 議 して，

構造上 の 安定性 と使用 上 の 機能維持な どか ら決 め る こ と

に な る （表
一2．3参照）。

　許容値
・
管理 値が 上 記の 要因の い ず れ に よ り決定 さ れ

るか は，構造 物 の 使 用 目的，構造特性 な ど に よ り異 な る。
一般 に は，変 位 に よ り大 きな 応 力 が 発 生 す る不 静 定 構造

物 で は，構造物の 安定性で 決ま る こ とが 多 く， 逆 に ， 鉄

表
一2．3 許容値

・
管理 値 の 設定 要 因

分　　類 検　討　要　因

構造物の 安定性
耐力の 低下 〔応 力の 増加 〕，而1久陸の 低下 （ひ び

割れ の 発生），支持地盤の 強度低下な ど

構 造物 の 機 能 維 博
居 住性 の 低 ド，設 置機 器 の 作動 不 良，走行 安全性
の 低 ド，乗 l！l心 地 の 悪 化 ，水路の 勾配 の 示 良など

所要芟 閥の 確．保
建 築1垠界

・
桁 下空頭の 確保、可動部 の ス ト r」 ・．一ク

の 確保 など
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道構造物や 精巒機器 類を設 置 した建物な どで は，構造物

の 機能維持か ら決ま る こ とが 多い 。

　許容値は，上 記の 諸要因に よ り既設構造物 に 支障 を及

ぼ さ な い 限 界 値 を 求 め，こ れ に 限 界値 の算定方法 の不 確

実 さ，構 造 物 の 状 況 （老 朽 度，重 要 度 な ど），補 修 の 難

易な どを総合的 に 判断 して ，適切 な 余裕 （安企率） を考

慮 して決定す るの が
一

般的で あ る。また，実際 の近接施

工 で は，許容値 よ りも さ らに 小 さな値 を管理 値 と して設

定 し，計 測 管理 を行うこ とが 多い 。

　構造 物の 安定 性 に 関 して は，構造体の 応力が 問題 とな

る が，既 設 構造 物の 応 力計 測 は 難 しい た め，一
般 に は変

位ある い は傾斜 に よ る 管理 が 主 体 とな る。こ の 場合，所

要空間の確保 が問題 とな る場合を 除 き，絶対変位 よ り も

不 同沈下 や 相 対変位 あ るい は 傾 斜 が 問 題 とな る 。

　 2．4．2　許容値
・
管理値 の 実際

　（a＞ 建築構造物

　建築 物に発生 す る変位 が 有害な 変状を 発生さ せ る か 否

か に つ い て は，構造 物 σ）実 態調 査 に某 つ い た 経験 的 な 限

界値 が提案 さ れ て い る （図一2．4）。 また，日本建築学 会

基礎構造設計指針
8，で は ， 建築物 に構造的 な障害 が発生

す る 限度 とな る 変形角の 目安 と して 表
一2．4の 値 を 示 し

て い る。鉄骨造 の限界変形角は，鉄筋 コ ン ク リ
ー

ト造 の

場 合 に 比 べ て大 き くな る と考 え られ る。な お，老 朽 化 し

た 構造物 で は，ひ び割 れ等 に よって 部 材 の 許 容 応 力 度 が

低下 して い る もの もある の で，許容値の 決定 に 当た っ て

は 注意が必要 で ある。

　機能維持上 の許容値 は，構造物の 用 途 に大 き く影響 さ

れ る。居 住 者の 苦 情発生 の 限界傾斜角度 は 1！200 〜1〆

100程 度 と言 わ れ て お り，低 層の 家 屋で は
一

つ の 目安 と

な る。「住 宅 の 品質確保の 促進 等に 関す る 法 律」 で は 61

1000 が 瑕疵担 保責任の 日安 と な っ て い る。一方 ，事業

用 建築物等で は，設置さ れて い る機器類か ら許容変位量

が 決 ま る こ とが 多 い。固定 ク レ
ー

ン の走行 に 対 して は 1

1300程 度 が 限 界 で あ り，精密機械 な どが 設 置 さ れ て い

る 場合は 1／2000 以 下 の 精 度 を必 要 とす る こ ともあ る。

表一2．4 建築物の 限界変形角 の 目安8〕1罎 沢

1垠界変 形角　 Xl 。
−a
（rad ）

構 造 形 式

E 密沈 下 即 時沈 下

鉄筋コン ク リート造 1．O、2．OO ．5〜1、O
コン ク リートブ ロ ッ ク造 o、5〜1，00 ，3〜LO

L 」一一L −L −L −L −L −L −L 　 ！

10D　 200300400500600700800900 　 1DOD 傾斜δ〆L

　 　 　 　 　 　 　 1 沈 下 に 敏 感 な機 械類 に 関 して

　 　 　 　 　 　 　 ．困難 が 懸 念 さ れ る限界

　 　 　 　 　 斜材 を 有 す る 構造 物 の 危険限 界

　 　 　 ・一建 物 に亀 裂 を発 生 させ ない 安全 限 界
b パ ネ ル ウ ォ

ー
ル に 初期亀裂発 生 の 予想 さ れ る 限界

・一犬 井 ク レ
ー

ン の 走 行 に 支 障 の 予 想 され る 限 界

　 ←高 い 剛 な 建物 の 傾斜 が 感 知 で き る よ うに な る 限 界

に
　 パ ネ ル ウ ォ

ール ・れ ん が 壁 に 相 当 な 亀 裂 が 発 牛

　 柔軟 な れ ん が 壁 の 安全 限SU　hZL 〈 lf4
　一

般 の 建物 の 構 造 上 の ダ メージ が 懸念 さ れ る 限界

図一2．4　変状 発牛の 限界71
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　（b｝ 鉄道構造物

　列車の 走行安全性や乗 り心地 の確保 の た め に，各企 業

体で 軌道狂 い 量な ど の 限界値 を定 ボ）て い る。JR東 日本

で は，
一
ド記 の 3 項 目を 許容値設 定 の 基 本 方 針 と し て い

る。

　  軌道 狂 い の 許容 限 界値 か ら定 ま る 許容変位量

　  構造 物 の 応 力 の 増 加 や機能 か ら定 ま る 許容変位量

　  建築限界か ら定 ま る許容変位量

　具休的な 許容値 ・管理 値 を表一2．5に示 す 。 な お，一

般 に ス ラ ブ軌道 で は軌道整 備 に よ り対処 で きる範囲が 限

ら れ る た め，バ ラ ス ト軌道 の 場合に 比 べ て 厳 しい 許 容値

と な る。

　ま た ，構造物 の応 力 に関 して は，設 計で 想定 した応力

状 態 と近 接施 工 の 影 響 に よ る応 力 を累加 した もの が，部

材 応 力 （許容 応 力 度 × 1．2， か つ 降伏強度） を越 え な い

よ う定 め た協議事例 があ る 。 こ の 割増 し係数 は，過去 の

事例等を 参考 に して 定 め られた もの で，JR 東 日木の 施

工 標準等
1  ，11 〕に記 載 され て い る。

　東 京 メ トロ に お い て も，JR東 日 本 と同様，上 記  〜

  を 基本 と し，表
一2．5に 示す許容値 ・管理 値 を 設定 し

て い る。

　（C ：1 そ の 他び）企業体

　各企 業体で 近接施工 指針 を 独 自に 制定 して い る 場 合 は，

その 指針類 に よ っ て 近 接 程 度 の 判定 と同時 に 計測管理 項

目や 許 容値 を設 定 す る必 要 が あ る。首都高，東京電力の

例 を表一2．5に 示 す。

2．5　近接施工におけ る課題

　〔a） 許容値 と管理 値

　鉄 道 を は じめ とす る管理 者側 の 各 企業休で ，近接施工

に お け る 許容値
・
管 理 値 を 定 め て い る が ，本 来は 管 理

側
・施工 側の 技術者 が協議 し，条件 に 応 じて 定 め るべ き

もの で あ る。許容値 ・管理 値 を安全 側 に画
一

的に 定め る

こ とは，厳 しす ぎる許 容値 ・管理 値 を強い る こ とに つ な

が る。許容値 ・管理 値 を変位 で 規 定 す る場合，多 くは 相

対変位 が 問題 に な る に もか かわ らず，絶対変位で 管理 す

る事例 が大 多数 で あ り，これ も厳 し す ぎ る 許容値
・
管理

値 の
一

閃 とな っ て い る。

　ま た ，複数の 工 事が 同時 に進行 す る場合 ， あ る い は地

下 水 偉の 季 節変 動 な ど工 事以 外の 自然現象の 影響 を受 け

る場 合の 許 容 値
・
管理 値の 設定 法 ， さ ら に は，指針類を

持 た な い 既 設 構造物の 取扱い 方法な どが，今後 の 課題 と

して 挙げ られ る。

　（b） 予測解析技術

　近接施工 で は ，近 接構造 物 へ 及 ぼ す 影響 を適 切 に 評 価

す る技術が 求 め られ て い る 。 近年 で は有限要素法を用 い

た 解 析 も広 く用い られ て い る が ， 以下 の よ うな課題が残

され て い る。特に ，対象構造物の許容値 ・管理 値 が極 め

て 小さい 場合に は，解析結果に対 す る過大 な期待は禁物

で あ り，得られた 数値 を そ の ま ま施工 管理 に 用 い る こ と

に つ い て は 十 分 な配 慮 が 必要 で あ る 。 地 盤 物性 の ば らつ

きの 評 価 に 関 して は，信 頼 性 理 論 の 導入 も一
つ の 解決手
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法 とな ろ う。

　  地 盤 物 性 の 評 価 （ば らつ き ・
非線形 性 な ど）

　  2 次 兀モ デル へ の 簡略化

　  施工 方法
・
手順 の モ デ ル 化

　  解析手法 （逐次解析法 ・

　　　解析法）の 使い 分 け

強制変 位 法，土 ・水連成

　通 常 の 予測 解 析 で は 強制変位 法 を用 い る場 合 が 多い
。

この 場 合 ，別 途計算 に よ り山留め 挙動 を適切 に 予測 して

お く必 要 が あるが ， 近接構造物 が ある 場合の 山留め壁 に

作用す る側圧 に関 して も，必 ず し も明 確に さ れ て い る と

は い え な い 。また，山 留 め壁 の 変形 を 抑 え た計 画 で は，

リバ ウ ン ドの 影 響が 卓越 す る こ とが あ る が，近接構造物

が あ る 場合の リバ ウ ン ドの 検討方法 も明確 に さ れ て い る

とはい え な い。

　 地 盤変位 に よ る既設構造物 へ の影 響 は，構造 特 性 ，老

朽度な どに よ り異 な る。特 に 局所 的 な 劣化 が認 め られ る

場 合，そ の 構造物 の 剛 性 や耐 力 を評価 す る こ とは容易 な

こ とで は な い 。今後，評価法 を 確立 し て い く必 要 が あ る。

　 （c） 計測管理 技術

　 近 接 施 工 に伴 う計 測 管理 で は，周辺 構造物の 許容値
・

管理値 が 厳 しい た め，通常 の 計測管理 で は問題 とな ら な

い 言1測 値の ば らつ き ・
誤差 （測定精度，温度変化，ドリ

フ トな ど） が 問題 と な る 。一
般的な 変位計 測 で は，1〜

2mm 程度が ，長期 に わた っ て 信 頼 で きる 測 定 精 度 と考

え られ，要求 さ れ る許 容値 ・
管理 値 との 問 に精度 に対す

る認識 の 乖 離が認 め られ る 。

　 ま た，測 定値 か ら⊥ 事 以外の 影響 を除外す る た め に は，

可能な 限 り早期 の 事前計測 が必要 となるが，諸般の 事情

か ら初期値 の 言1測は工 事直前に設定 され る こ とも多い 。

　既 設 構造 物 の 安 定 性 を計 測 結 果 に基 づ い て 管 理 す るた

め に は，既 設 構 造 物 の 簡 便 な 応 力 測 定 技術 の 確 立 が 望 ま

れ る 。

　（d） 施工 管理 技術

　既設構造物へ の 影響 は，施工 の 方法，手順，巧 拙に よ

っ て も大 き く異なる。切梁 にゆ るみ が あ れ ば当然 山 留め

壁 の 変位は大き くな り，また，特 に軟弱地 盤 で は，切 梁

の 架 設 時 期 に遅 れ を生 じる と，山 留め 壁 は 計 画 時に 想定

した以 一ヒの 変 位 が 生 じ る こ とが 知 ら れ て い る。し た が っ

て ，施工 に 際して は，当初の 計画 を遵守す るの み な らず，

山留め壁の 変位 （周 辺 へ の 影 響 ）を極 力 小 さ くす る工 夫

が必 要 とな る。そ の た め の，施 工 Eの ノウ ハ ウ を蓄積 し

て い くこ とが必 要 とな る 。

　
一
方，計 画 段 階で 周 辺 へ の 影響 が大 き い と 予測 さ れ た

場 合 に は，対 策工 を 計画 す る 必要 が あ る が ，対策 工 の 施

工 に よ る 周辺 へ の 影響 に 関 して は ，未 だ 未解 明 な部分 も

多い の が現状で あ る。

2．6 お わ り に

　近接施工 の 管理 に は ，事前 の予 測 解析技 術 と工 事 中 の

計測管理 技術に 加 え ，施工 管埋 技 術 がバ ラ ン ス よ く組 み

合わ さ れ た 総合的 な技術 が必 要 で あ る 。 実際 に は ， 事前

予 測は コ ン サ ル タ ン トや施 工 計画 部門 が，計測は 計測専

土 と基礎，55− 4 （591）
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表一2．5　各企 業体の許容値 ・管理値 P）か 抜粋

企 業 体

準 拠 図書

許容 変位

設 定に 関

する基本

方針

許 容 値

管理 値

東 日本旅客鉄道株 式会 社 （JR東 日本）
・近接 施 工 の 設 計 施 工 に 関 す る参 考資料 （慓 準 改 定案）

　 　　 　 　　 　　 　　 　　 　 　　 　　 　　 　 　　 ］997年 3月

近接施上 に先立 っ て既設構造物 の 適切な許容変位量 を最 定し，
設計お よび施 工管理 に用 い る もの と す

』
る、．既 設構 造物の 許容変

位量の 設 定 に当たって は 「軌道整 備心得」 等の 中で示 され．る軌
道狂い の 咋 容限 界値か ら定 よる

≒髦容変位 量，不 静定構造物 にお

け る基礎の 不 同沈 ドお よび水平変位による部材応 h の 増加や 構

造物の 機能 か らだ ま 7 毛

容変位量，さらには蓐 稟限 界か ら定ま

る許容変位量 を考慮す る必要があ る

・
許 容変位量の 考え カ た

既設 構遣物の コr容変位量 は，構造形式，材料，軌道構造，構造

物の 老朽度に よ り相違があ り，また そ の 線区 の 重要度，列 車運

転速度等の 使用状況 に よ っ て も異な っ て くる，従 っ て既設構造

物の 許容変位量の設 定に 当た っ て は 1軌 道整傭心得」 等で 示 さ

れ る軌道狂い の許容限界 値か らさだ ま る許容変位量，不静定構

造物に お け る基礎の 不 同沈下 およ び 水F 変位に よ る部材応力の

増加や構造物の 機能か ら定ま る許容変位 量，さらに は建築限界
か ら定まる許容変位 量 を考慮す る必要が ある、、

・軌道狂 い の 許谷 限界値か ら定 め る許容変 住量

普通鉄 道 ： 1
．
軌 道整備 心得」 （列車走行の 乗 り心地を考慮してきめ

っ れ たもの ）．近接 工事 の 場 合，軌道整備基 嘩値 として もよい 。
新幹線 ：新幹線施設 関係異 常時取 り扱 い 要領 に従 う。

在来線軌 道整備心得

数値 は高速軌 直検 淇陣 に よる動 的値．カ ッ コ 内は静 的値。

新幹線施設関係異常時取扱い要 領の運転規制値の判断

速 度

高低

通 り

245km〆hllmm

以上

7mm以上

210km〆
「
h13mm

以 上

Smm以 上

160km 〆hTsmm

以上

9mm以上

110km〆
「
h20mm

以 上

11mm以 上

7ekmih24mmLA

上

13mm以上

眤事

lem弦

計測管 理に先 立 ち，列 串：運転の 安全，安全輸送 な らびに既設構

造物 の 安 全性 を考慮して，管理 値を定め なけれ ばな らない。
近接 工 事を安全に施工 す るため に，軌道お よび既設構 造物 の 変

位 ・変 形に対 して ，原 則 と して 以下 に示す瞥戒値
・工 事中止 値

・
限 界値の 3段階の 管埋値を定め 計測管理 を行 う必 要があ る．
【警戒値】 ： 当該工 事を こ の 値以 下で 施工 する た め の 国慓値で

あるとともに，警戒すべ き値。
【工 事中止 値】 ： こ の値 は施工 中の 工 事を

一旦 中止 する値。
【限 界fEL】 ： この 値は施工 中の 工 享を

一旦 中止 す るとともに 直

ちに徐行 または列車抑止 手配 を行 うiEL。

東京地 下 鉄株式会 社 （東京 メ トロ ）

・営業線 と交差する他企業工 事に お げ る設計 ・施工 管理指針 〔案〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1991年11月
・営業線 と交差する他企業工 事に お ける

一
殳計 ・施工管琿 要領 （案）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1991年凵 月

営業線列東 の 安全運行の た め 「軌道及し 違 造物整備心得」 によ

り判
’
道構造の 整備に当た っ て い る　 こ こ に 定 めらS ．

「い る評容

値は列車の 安全運行 と軌道整備状の 誤差を 含／，．
tt
もの で あるの

で ，交差T．事 に よる許容値は これらを去 慮した値 とする。耐力

および許容変位量は 〔1）軟道整備か らの 訐容値 〔沈下量 と傾斜

量） 〔2）構造物か らの 許容 値 q菁造物の 訂容fl自：；抵抗モ
ー

メン

トに よ り検討する，構造物の許容応力度に より検討する）。
・耐力お よび 許容変位量

（1）軌道整備か らの 許容値

  沈 卜量 ±5  （10mに つ き〕

  傾斜量 ±5分
  構造物か らの 許容値

  構造物σ）許容値は ，媾造ル 式，鉄筋量，寸 法そ の 他に よ り

耐力に 廛い が あ るた め ，抵抗モ
ー一

メ ン トに k　ll）検調 よる 、，
  構造物の 許合 応力度に よ り検討する。
解　説

（D 駅司1の よ うな構 造は
一
般に曲げ剛性 ’ 大きく，僅か ／s 変位で

も トン ネル に生ず る曲げ广力 は大きな b の と’よξ）、こ の よ うな

易合 に は
・
般 に構造物 の 抵抗モ

・一メ ン ト法に よ り剛力 の 検討 を

行 うこ ととす る．
．
方，　 ．

般 の トン ネル や シー一ル ドの 場 合には 比較的変位を許

容
『
ドる こ とがで き る．こ の よ うな場 合構i土物 の 安全確 認 は許

容 応力度法 又 吐 抵抗 モ
ー

メン ト法 によ り検 討 を 行 うこ ととす

る．
（2｝地下鉄 階造物 が変位を伴 わな い 部分 的な集中荷重を受け る

場合 には許容応 力度法 によ り検升 を行 うこ ととす る、、
※ 営蛍線 各 線にお け る構 造 体の 許容応 力度につ い て は準拠図

書 に詳細 が示 されて い るの で参照 の 二 と．

工 事中の 構造物の安全 を図る た め構造物の 許容変位量を基準 と

した管理 値を設 定し入念な施 L管理 を行 ）こ とと した c

地 下鉄構造物が，この 瞥理 1直以 内で あ っ て も構造 式，種別，老

朽度等に よ っ て は構 造 ⊥対等が 必 要 となる 塀今が あ 7 の で変 状

の 進行状況 を良 く分析 し対応す る必要が ある。
  軌道整 備 E
（イ）沈 下量 ±3，5mm　 Uomに つ き〕

（rり 傾斜量 ± 3，5分
安 全の晦 訃
⊥ 事中の 計測値は 下記の 各段階に 分け て 安全注の 確認を行 う。
  管理 fl自：〜許容f直以 内 ・…　　 要注意

  許容fl自：以上 ・…　　 要対策

  異常f直・…　　 緊急対策
「
．
解説」
・管理 fl自：〜許容f直以 内 ： 各計測データの 分析と施 工 状況 との 対
比 を行 う，，解析上，施．L上の 問題 点の 有無を確認 す る。
・許容値以 上 ：変状に 直接 景響を及ぼす 工 事 は直 ち に 中 止し原

因の 究明と対策を言冓ずる、，計測機器 （取 付 を含む）と施 工 現場

の 点検を行い ，施工 方 法，施 工 手II匱等 の 精査 を行 う．更 に計画

段階で 求めた予 測値の 解析条件 〔上質 定数等｝ を規協 条件 と合

わせ 修止 予測計算を行 う、，再計算の 紡 果修正 予測 値が管 理値を

越 え る場 合には 補助丁 法の 追加 や部分的な施 工方 法 の 変 更等 の

対策を含め て再計算を行い 管理値内 に収 k る こ とを確認 し た う

え工事を再開す る。
・異常値 ：

計測中に 異常な計測デー一タ が生 じt 場合に は ，そ の 異営値が計

測田類の 異常に よ るもの か 否か を点検する，こ の 場合異常値が

丁91上危険で あ る と判明 した場合に は 直ちに 工 事 を
一

時中止 L

緊急対策を行い 事 故防止 に 努め る。
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表一2，5　 （続 き）

業 者 が，ま た施 工 は建設 会社 が実施 し て お り，3 者の 密

接 な連携が 必 要で あ る。

　また，近接施工 に際 して は，既 設構造 物 の 管理 者 と新

設構造物の 施工 者が，一
体 とな っ て取 組 む こ とが必 要 で

あ る。許 容値や 管理 値は，お 互 い の 技術者 が協議 し，純

粋 に 技 術 的 な 観 点 か ら合 理 的 か つ 実 用 的に 設 定す べ き も

の で あ る 。 近 接施 コ「技術検討会な ど の 技術者協議の 場 を

設 け る と ともに ，技術的な 議論 を可 能 と す る た め には，

管理 者側，施工 者側双方 の 技術者の 更 な る レ ベ ル ア ッ プ

が必 要 とな る。

　最後に，近接 施工 に お け る 協議内容 や施工 記録，計測

記 録 を 可能な 限 り公表 し，産
・
官

・
学の 多方面か ら検討

を 加 え る こ とに よ り，従来 の 経験 工 学 的 な 面 を脱 却 して，

理論 に 裏付 け られ た 総合技術 と して 確 立 され る こ とを 希

望 し た い。
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